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様式３

高松市公の施設指定管理者導入施設に対する評価 評価対象期間 ： 令和６年４月１日～令和７年３月３１日

高松市立りんくうスポーツ公園

公益財団法人高松市スポーツ協会 　施設所管課等 スポーツ振興課

項目名 令和６年度 令和５年度 項目名 令和６年度 令和５年度

令和６年４月１日～令和１１年３月３１日（５年間） 　公募・非公募の別 公募

高松市香南町岡８７番地１

　業務の概要

施設の維持管理・運営業務
  スポーツ教室開催事業

【施設】　多目的グラウンド、芝生広場
【職員の状況】　無人管理
【開館時間】　9:00～21:00
                　毎週月曜日、年末年始は休園

1

施設稼働率 66.4 71.1 スポーツ教室等開催日数 5 10　利用状況等

利用者数 58,722 58,774 スポーツ教室等開催数 1

アンケート回収数 5 6 スポーツ教室等参加者数 101 126

　収支状況等

指定管理料 0 2,128

収入実績 4,948 5,256

支出実績 5,687 6,684

１　基本事項

①法令上必要な知識等、安全対策、危機管理
　施設の維持管理を適切に行うため、巡回点検を徹底するとともに、施設安
全点検シートに基づく定期点検を実施した。また、緊急時に備え、防災計画
等を策定し、職場研修などを通じて全職員に対し、安全管理、危機管理意
識の向上を図った。
　個人情報保護、情報公開に関しては、内部規定を定め、適切に対応した
ほか、環境への配慮としては、エコシティたかまつ環境マネジメントシステム
に従い、これを徹底した。

B②-1個人情報の保護・情報公開

②-2環境への配慮

評価基準 指定管理者自己評価コメント 所管課等評価
評　　価　　項　　目

４　管理を安定して行う
　　ための人員及び
　　財政基盤の確保

①職員確保計画等

２　住民の平等な利用
　　確保

①管理運営、施設事業との関連性 　施設の平等な利用を確保するため、年間利用調整を行ったほか、「かが
わ電子自治体システム」の施設利用申込サービスを適正に運用するととも
に、条例、規則、関係法令等を遵守し、公平な利用者サービスを行った。

A
②平等な利用の確保

３　施設の効用の最大
　　限の発揮

①利用促進対策 　総務・施設管理専門部会、各委員会等において、利用促進、サービス向
上等について、積極的に協議・研究を行った。
　広報・ＰＲ活動については、ホームページ、フェイスブック、広報紙の配布
など積極的に情報提供を行った。
　自主事業としては、スポーツ教室を開催し、施設の稼働率向上に努めた
ほか、近隣住民と相互に協力・連携し、施設の開閉錠、点検等を行った。
　また、施設利用者アンケート等を実施し、利用者の意見の聴取に努めた
ほか、スポーツ教室参加者に対してもアンケートを実施し、高い評価を得
た。

B

②広報・ＰＲ対策

　万一の事故に備え、社会体育施設保険に加入した。
　予算執行については、事務局で一元管理し、必要な会計監査を受け、適
正である旨の報告を受けている。

B

②教育・研修

③就業規則等の遵守

④施設運営の健全性の確保（経営状況の確認を含む）

⑤損害保険等

⑥収支計画と執行管理

③企画事業・自主事業

④市・関係団体・地域等との連携

⑤サービス向上の取組

⑥相談・苦情への対応

総合評価コメント 総合評価

　高松市スポーツ施設の管理運営に関する各種規定に基づき、施設の管理運営は概ね適正に行われている。
　職員研修の実施や保険加入などを通じて、安全管理に対する意識向上に努めるとともに、エコシティたかまつ環境マネジメントに基づき、環境への配慮を踏まえた
取組も実施している。今後とも、スポーツ施設条例及び関係規則に則り、柔軟かつ積極的な対応を期待したい。
施設の利用促進に当たっては、総務・施設管理専門部門や各委員会を定期的に開催し、利用促進やサービス向上等に関して協議・検討が重ねられているものの、例
年実施していない新規事業の展開や協議・検討に基づく具体的な成果については十分に顕在化していない状況にあるため、今後はより一層、効果的な施策の推進を
期待したい。
　また、可能な範囲での職員による修繕対応等、経費削減に向けた取組も見える。
　当該施設は平成３０年竣工の新しい施設ではあるものの、今後は、修繕を要する箇所の増加も見込まれることから、適正な維持管理のもと、効果的な修繕及び管理
運営を検討していただきたい。

B

５　管理に係る経費の
　　縮減

①収入の確保 ・適正な人件費
　人件費については、常勤職員を置かず、定期的に香川総合体育館でネッ
トワークカメラによる利用状況の確認や適宜、職員を派遣し、また、施設の
開閉錠を近隣住民に依頼することにより、無人管理とすることで、人的、経
費的な面で効率的に管理運営を行った。また、物件費についても、省エネ
の徹底や、委託業務、施設等の修繕を可能な限り職員で実施するなど、経
費節減に努めることで、事業収入の中で管理運営経費を全て賄い、指定管
理料は発生していない。
　公益法人会計基準に従い、適正に会計処理を行い、税制面において優遇
措置を受けている。

B

②運営経費の節減対策・コミュニティビジネスの視
点

③経営の効率化

④合理的な会計制度


